
令和７年度事業報告 

１ 概要 

 

令和７年度におきましては、久留米広域エリア内の中小企業勤労者の福祉の向上を図る

ことにより、エリア内中小企業の振興・発展・従業員の定着を目指し、地域社会の活性化

に寄与するという当法人の設立趣旨を踏まえ、事業に取り組んできました。 

公益目的事業である自己啓発・余暇対策事業では、特に会員の皆様が利用しやすく、地

場の事業所で使える「各種フェア」、旅行補助やレジャー施設の利用等も含め延べ約 60,500

人の方のご利用となりました。 

最重点課題であります会員拡大につきましては、会員拡大のための PR チラシ等を活用

し、商工会議所や行政などを通じて当センターの周知を図るとともに会員の拡大に努めま

したが、退会等により令和７年度末は、15事業所の減、会員数は 12人の減となりました。 

 

※加入事業所数及び会員数 

 ○令和６年度末        加入事業所数     １，１３８ 事業所 

                会 員 数    １３，８８７ 人 

 ○令和７年度末        加入事業所数     １，１２３ 事業所 

                会 員 数    １３，８７５ 人 

 

２ 実施事業状況 

 

（１）自己啓発・余暇対策事業（公益目的事業） 

会員の自己啓発及び余暇活動支援のため、以下の事業を実施しました。 

   

種  類 利用者数（人） 事業費（円） 

① 各種フェア 42,481 32,917,500 

② ギフトカードプレゼント企画の実施 1,600 4,737,645 

③ 映画鑑賞券プレゼント企画 897 1,433,500 

④ 映画割引クーポンの発行 3,944 0 

⑤ 旅行補助 2,275 6,928,000 

⑥ 宿泊助成企画等の拡充・実施 309 1,466,000 

⑦ 野球観戦チケット有償・無償配布 1,776 9,303,560 

⑧ その他のスポーツ（ゴルフ）のチケット有償

配布 
80 320,000 

⑨ レジャー施設の利用補助 3,479 5,527,350 

⑩ コンサート、演劇、講演会等チケットの助成 737 7,195,800 

⑪ 文化教養施設の利用補助 2,334  1,125,620  



⑫ その他プレゼント企画 600  1,171,200 

合  計 60,512  72,126,175  

 

（２）健康対策事業（公益目的事業） 

労働安全衛生法により、事業主に対し、従業員の受診を義務付けている健康診断の

経費を一部助成するとともに、会員の健康維持増進に資する事業を実施しました。 

 

種  類 利用者数（人） 事業費（円） 

① 健康診断、人間ドック費用補助 7,849 16,531,894 

② インフルエンザ予防接種費用補助 4,483 4,483,000 

③ 温泉施設の利用補助・施設の拡充 33,318 5,916,650 

④ 温水プールの利用補助 3,412 341,200 

⑤ 家庭用常備薬の斡旋 95 0 

⑥ フィットネス施設の利用補助 5,133 523,800 

⑦ スポーツ施設の利用補助（ゴルフ、スキー、

スケート、テニス） 
1,863 629,830 

⑧ その他（つつじマーチ） 187 234,650 

合  計 56,340 28,661,024 

 

（３）生活安定事業（収益事業等） 

在職中の生活安定の一助として、会員の慶弔時や傷病及び災害時に各種給付金を支

給しました。また、会員が特定の資金融資制度を利用した場合、利子の一部を補給し、

また買い物等で割引サービスが受けられる特約割引指定店を設置しました。 

 

① 慶弔給付金の給付事業 

  
給付種類 件数 金額（円） 

結婚祝金 214 6,420,000 

入学祝金（小・中学） 888 8,880,000 

出産祝金 347 3,470,000 

20 歳祝金 40 400,000 

還暦祝金 260 2,600,000 

結婚記念祝金（25・35年） 286 2,860,000 

勤続祝金（10・15・20・25・30年） 1,246 10,102,000 

死亡弔慰金（本人・配偶者・子・父母・義父母） 544 8,350,000 

障害見舞金 0 0 

傷病見舞金  266 4,385,0000  



住宅災害見舞金（火災・自然災害） 5  335,000  

合  計 4,096 47,802,000  

 

② 融資制度の斡旋と利子補給事業 

２６件 ２５４，７９３円 

 

③ 特約割引指定店事業 

１１１施設（令和７年度末） 

 

 

（４）その他 

① 九州沖縄地区中小企業勤労者福祉団体協議会(Ｋ－ｎｅｔ)共同事業 

（公益目的事業） 

事業の共同化により、スケールメリットが発揮されサービスのレベルアップと

多様化が図られることから、Ｋ－ｎeｔ所属団体との共同事業メニューへの参加

を行いました。また、Ｋ－ｎeｔ加盟団体との情報交換など、運営に有益な情報

の把握に努めました。 

 

ア 共通割引施設事業 

九州沖縄地区の宿泊施設、テーマパーク、レジャー・スポーツ施設､飲食店、

商業施設等と共通割引契約を締結し、会員の利用に供しました。 

イ テーマパーク事業 

ハーモニーランド、城島高原パーク等の施設と、Ｋ－ｎeｔの加盟団体等の

会員及び家族を対象に廉価な価格でのサービスを提供しました。 

ウ 情報提供事業 

共同で運営しているホームページ「Ｋ－ｎｅｔ ｗｅｂ」をさらに充実させ、

これを利用して、単独では困難な、九州各地のサービス提供を行いました。 

     

② 情報提供事業（公益目的事業） 

会員に多様な情報を提供し、サービスの向上に努めました。 

 

ア ガイドブックを発行し、センター事業の理解と周知を図りました。 

イ 広報誌（ＫＳＣニュース）を隔月発行し、実施事業の内容や利用方法等の周

知を行い、各種情報を提供しました。 

ウ ホームページ・LINE において、タイムリーな情報を発信しました。また、

LINE限定企画を実施し、登録者数の増加を図りました。 

エ 会員の皆様が、郵送や持参されていた申請書類を、ＷＥＢを活用し申請する

ことを令和４年度から開始したので、会員に更なる周知を図り、利便性の向上

に努めました。 



③ 加入促進事業（収益事業等） 

センターの自立化の根幹となる会員の増加を促進するため、継続して事業所に

対する周知活動を積極的に行い、以下の会員拡大を図りました。 

 

ア エリア内の各商工会議所・商工会と連携し、ＰＲチラシ等を配布し、当セン

ターの周知を図るとともに加入の促進を図りました。 

イ 加入事業所の紹介者に対する報奨制度を活用した加入促進を図りました。 

ウ 各自治体へ当センターの周知や加入促進のための広報を依頼しました。 

エ 福岡県中小企業家同友会や各種業界団体との関係づくりに努め、傘下事業所

の加入促進を働きかけました。 

オ ホームページやＫＳＣニュースを活用し、センターの情報発信を行い、認知

度の向上に努めました。 

カ 様々な機会をとらえ、当センターの周知に努め、加入を働きかけました。 

キ 会員促進キャンペーン（令和 7年 2月～6月まで）を実施し、会員増に努め

ました。 

 



３．会議等 

種  類 開 催 日 

 

場  所 議    題 

令和 7年度 

第 1回理事会 

 

令和 7年 5月 26日 くるめりあ 

六ッ門ビル 

6階会議室 

○令和 6年度事業報告及び決算について 

○令和 7 年度定時総会の招集の決定につ

いて 

○正会員の入会について（報告） 

○執務執行状況の報告について（報告） 

○役員候補の選出について（その他） 

 

令和 7年度 

定時総会 

 

令和 7年 6月 26日 くるめりあ 

六ッ門ビル 

6 階セミナー

室 

○令和 6年度事業報告について（報告） 

○令和 6年度決算について 

○役員の選任について 

○令和 7 年度事業計画及び予算について

（報告） 

令和 7年度 

臨時理事会 

 

 

 

令和 7年 6月 26日 書面決議 ○理事長、副理事長等選定の件 

 

令和 7年度 

第 2回理事会 

令和 8年 3月 25日 くるめりあ 

六ッ門ビル 

6階会議室 

○令和 8年度事業計画及び予算について 

○令和 8 年度資金調達及び設備投資の見

込みについて 

○職務執行状況の報告について（報告） 

○正会員の入会について（報告） 

 

 
 


